
○２番（伊藤義男）（登壇） 自参

改革クラブ、参政党の伊藤義男で

す。議員として３年目のスタートに

当たり、今期最初の一般質問に挑み

ます。 

 私たち参政党は、日本を諦めない

を合い言葉に、活動を続けていま

す。そして私は、新居浜を諦めない

を信条に、この町の未来に向けて、

挑戦を続けてまいります。今、私た

ちが諦めたら、誰が未来の新居浜を

つくるのでしょうか。仕方がないと

諦めるのではなく、絶対にやり抜く

んだという決意に、みんなで意識を

変えていきましょう。かつて13万人

都市としてにぎわった新居浜の活気

を、もう一度この手に取り戻すため

に、私はこの議場から、皆さんと共

に歩む未来を語ってまいります。 

 それでは、通告に従い質問させて

いただきます。 

 人口増加についてです。 

 今、多くの自治体では、人口減少

は避けられない、減少を前提にまち

づくりをするといった言葉が当たり

前のように使われています。 

 しかし、私は強く疑問を感じてい

ます。それが本当に地域で暮らす市

民の未来をつくる行政の姿勢でしょ

うか。減少は仕方がないという言葉

を繰り返すことで、市民は希望を持

てなくなり、どうせ変わらないと諦

めるようになります。行政は本来、

市民に夢と希望を語り、未来へのビ

ジョンを示す存在であるべきです。 

 しかし今、市政からは、人口減少

は避けられないという現実を受け入

れる発言ばかりが聞こえてきます。

そこには、現状を打ち破ろうとする

覚悟や挑戦の姿勢が、残念ながら見

えてきません。 

 確かに人口減少は全国的な課題で

す。しかし、だからといって受け入

れて終わるのではなく、それでもや

るんだという覚悟こそが、地方自治

の意義であり、リーダーに求められ

る姿勢です。 

 本市の第六次長期総合計画を見て

も、片方で人口減少社会への対応と

しながら、他方でにぎわいのある町

の実現を掲げています。この２つの

方向性は、本当に両立しているので

しょうか。減少を前提にして、活力

あるまちづくりは実現できるのでし

ょうか。 

 私は、かつて13万人都市だった新

居浜の姿をもう一度、市民とともに

目指したいと考えています。諦めた

ら全てが終わります。でも、誰かが

諦めないと言い続けなければ、未来

は動きません。若者定着や子育て支

援、企業誘致、移住促進など、市と

して様々な施策に取り組んできたこ

とは理解しています。しかし、問題

はやっているかどうかではなく、結

果が出ているかどうかです。現に人

口は減り続けており、市民から見れ

ばやっているのに減っている状態が

続いているのです。つまり、どれだ

け取組を説明しても数字に表れない

施策は、市民にとっては、やってい

ないのと同じなのです。今必要なの

は、従来どおりの方針の繰り返しで

はなく、結果にこだわった新しいア

プローチと本気の覚悟だと、私は強

く思います。 

 そこで５点お伺いします。 

 １点目、これまで本市が実施して

きた若者定着支援、移住促進、企業

誘致などの各施策について、定量的

な成果はどのようなものか。また、

それらの施策が全体の人口動態にど

のように影響しているのか、分析結

果をお示しください。 



 ２点目、第六次長期総合計画にお

いて、人口減少社会への対応とにぎ

わいのある町の実現が併記されてい

ますが、この人口ビジョン間の整合

性について、行政内部でどのような

議論、検証が行われているのかをお

聞かせください。 

 ３点目、これまでの施策の中で期

待された成果が出なかった点につい

て、市としてどのように評価してい

るのか。また、結果を踏まえ、今後

の施策にどのように転換、強化を図

っていくのか。具体的な方向性をお

聞かせください。 

 ４点目、若年層の流出、出生数の

減少、移住者の定着が進まないとい

った現状に対し、やっているのに減

っている状態の要因を、行政はどの

ように分析しているのか。加えて、

その分析に基づいた改善策の検討状

況や今後の対策方針をお示しくださ

い。 

 ５点目、本市では、これまで人口

を増やすという明確な数値目標を設

定していない理由は何か。また、今

後、市として、例えば、2040年に

13万人都市を目指すなど、市民に希

望を示す具体的なビジョンを掲げる

意志と覚悟があるのかどうか、市長

のリーダーとしての決意をお示しく

ださい。 

○議長（田窪秀道） 答弁を求めま

す。古川市長。 

○市長（古川拓哉）（登壇） おは

ようございます。伊藤義男議員さん

の御質問にお答えいたします。 

 人口増加についてでございます。 

 まず、人口減少社会への対応とに

ぎわいのあるまちづくりの整合性に

ついてお答えいたします。 

 私は、人口減少社会への対応とに

ぎわいのある町の実現の両立が、人

口減少、少子高齢化社会において、

本市が持続的に発展し、魅力的な生

活圏を維持していくためには、重要

な課題であると認識しております。 

 そうした視点に立ち、施政方針に

おいても、スマートシュリンク、賢

く縮むという言葉を使わせていただ

きましたが、日々の職員等との各施

策に関する協議においても、同様の

視点を念頭に置いた議論と判断を常

に心がけております。 

 今後におきましても、人口減少対

策と地域活性化対策に関連する施策

を適切に組み合わせ、かつ相互に補

完することにより、２つの課題の両

立に取り組み、次世代につながる町

の土台づくりを進めてまいります。 

 次に、人口増の目標設定について

でございます。 

 先日公表された厚生労働省の人口

動態統計では、2024年に生まれた日

本人の子供の数が、過去最少の約

68万6,000人で、従来の予測より

15年早いスピードで減少が進んでお

ります。こうした状況を踏まえる

と、人口増のシナリオを描き、それ

を前提としたまちづくりを進めるこ

とは実現可能性が低く、過剰な財政

支出や将来世代への負担を増やす懸

念があると感じております。 

 質問にありました、2040年に13万

人を目指すのであれば、市内で生ま

れてくる子供の数で考えますと、国

立社会保障・人口問題研究所のシミ

ュレーションでは、合計特殊出生率

を現在の1.6から、2030年までに

6.5にし、それを維持することで、

2040年に13万人に到達するものとな

っています。 

 私といたしましては、国や愛媛県

と同様に、現実的な見通しに基づい

た人口目標の設定を行い、人口減少



社会への対応とにぎわいのある町の

実現の両立とともに、将来にわたり

市民が安心して暮らし続けられる地

域づくりを進めていきたいと考えて

おります。 

○議長（田窪秀道） 加地企画部

長。 

○企画部長（加地和弘）（登壇） 

若者定着支援などの各施策の成果と

人口動態への影響についてお答えい

たします。 

 若者定着支援策の成果につきまし

ては、市内の高校生を対象とした就

活イベントにより、過去３年間で、

市内企業に約70人が採用されており

ます。 

 また、移住促進施策では、相談窓

口の設置やお試し移住制度などの施

策により、過去３年間で、県外から

新たに1,333人の方が本市へ移住さ

れており、企業誘致の施策において

も、住友グループ企業などの設備投

資への支援などを通じ、過去３年間

で116人の雇用が創出されておりま

す。 

 このように、各施策における定量

的な効果は一定把握しており、人口

増への効果があったと認識しており

ますが、市全体の人口動態は、市民

一人一人の多面的な要因に基づくも

のでありますことから、個別の各施

策による市全体の人口動態への影響

や効果を測ることは困難であると考

えております。 

 次に、成果の出ていない施策につ

いての評価や今後の方向性について

でございます。 

 期待された成果が出ていない施策

につきましては、今年度実施いたし

ます第六次新居浜市長期総合計画の

中間見直し作業の中で、目標達成が

困難な成果指標の評価、検証を行

い、必要に応じ事業や取組方針等の

見直しを行い、計画に反映してまい

ります。 

 次に若年層の流出等の現状分析及

び改善策の検討状況についてでござ

います。 

 若年層の流出や出生数の減少につ

きましては、高校卒業年代での市外

への進学及び就職、また、二十歳か

ら34歳までの子育て世代の減少等を

主な要因と捉えており、その改善策

につきましては、新居浜市総合戦略

の有識者による会議において、出生

数の減少や若年層の定着に関する指

標の要因分析、総合戦略に登載した

各事業の評価を実施し、会議での意

見等を参考に改善検討を進めており

ます。 

 いずれにいたしましても、若年層

の流出や出生数の減少は、地方にお

ける全国共通の課題となっており、

即効薬はございませんが、今後にお

きましても事業の改善検討を行いな

がら、切れ目のない取組を重ねてま

いります。 

○議長（田窪秀道） 伊藤義男議

員。 

○２番（伊藤義男）（登壇） 人口

減少問題は、まさにこの10年が正念

場です。若者の流出や出生数の減少

が続く中、これまでの取組が十分な

成果に結びついていない現状を真摯

に受け止め、施策の方向性そのもの

を見直す必要があります。仕方がな

いと受け入れるのではなく、13万人

都市という目標を未来への希望とし

て掲げ、市民と共に挑戦する力強い

市政を進めていただくよう強く要望

します。 

 市長には、議会や執行部と一体と

なり、新たな発想で抜本的な対策を

打ち出されることを期待し、次の質



問に移ります。 

 


